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１. は じ め に
現代の企業は, 著しくグループ化の傾向を強めている (増井 [2002], １頁)｡ 事業部門の




有している｡ 第１は, 法人税法が企業のグループ化に及ぼす影響という側面である (増井
[2002], ２頁)｡ その一例として, 日本に連結納税制度が存在しないことが企業グループの
形成を阻害する要因となっているとして, 企業の組織形態の選択に対する課税の中立性の観
点から連結納税制度の導入が議論されてきたことは記憶に新しいところである1)｡
そして第２は, 企業のグループ化が法人税法に及ぼす影響という側面である (増井 [2002],
３頁)｡ 例えば, 企業再編の動きは法人税制を大きく変容させた｡ 企業組織再編税制 (2001
年), 連結納税制度 (2002年), グループ法人税制 (2010年) の創設がそれである｡ これによ
り, 企業はグループ化を一段と加速させ, 一体的経営を行っている｡ これらの制度は, 企業
の組織再編とその結果生じる企業のグループ化に対応するための税制という意味で, 広義の








わが国では, 1997年 (平成９年) の独占禁止法の改正による持株会社設立の解禁に始まり,
23
1) これに関する代表的な研究として, 中里 [1991], 中里 [1994], 増井 [1997] などがある｡
キーワード：企業組織再編税制, 連結納税制度, グループ法人税制, 単一実体概念, 個別実体概念
金 光 明 雄
企業集団税制の理論と制度
企業グループに関する基礎概念からの考察
1999年 (平成11年) の商法改正における株式交換・株式移転制度の創設, そして2000年 (平
成12年) の商法改正における会社分割制度の導入によって, 企業の組織再編成に関する法律
の整備が進められてきた｡ このような状況を踏まえ, 税制においても, 日本の経済社会の構




ととなった｡ それは次のような理由からである｡ 合併, 分割, 現物出資および事後設立には,
一方の法人から他方の法人に資産等を移転するという共通性があり, いずれにおいても, そ
の移転資産等の譲渡損益をどのように取扱うかという重要な問題がある (大蔵財務協会
[2001], 13頁)｡ さらに分割は, 一方では合併の対極を成しながら, 他方では資産等の全部
を一度または複数回にわたり移転させることにより合併と同一の効果を生じさせ, また, 資
産等の一部を移転することにより現物出資と同一の効果を生じさせるなど, 合併, 分割, 現
物出資および事後設立には代替性や類似性が存在する (大蔵財務協会 [2001], 1314頁)｡
 基本的考え方
企業の組織再編成には, 一方の法人から他方の法人へ資産等が移転するという共通性が存
在する｡ これに対し税制は, 資産の移転のあるところに担税力を認め, その移転に伴う譲渡
損益に課税することを原則としてきた｡
この点については, 税制調査会の説明資料 ｢会社分割・合併等の企業組織再編成に係る税
制の基本的考え方｣ (以下, ｢企業組織再編税制の基本的考え方｣ という｡) においても, ｢法
人がその有する資産を他に移転する場合には, 移転資産の時価取引として譲渡損益を計上す
るのが原則であり, この点については, 組織再編成により資産を移転する場合も例外ではな
い｡｣ (企業組織再編税制の基本的考え方, 第一・) としている｡ しかし一方で, ｢組織再
編成により資産を移転する前後で経済実態に実質的な変更がないと考えられる場合には, 課
税関係を継続させるのが適当と考えられる｡ したがって, 組織再編成において, 移転資産に
対する支配が再編成後も継続していると認められるものについては, 移転資産の譲渡損益の
計上を繰り延べることが考えられる｡｣ (企業組織再編税制の基本的考え方, 第一・) と記
されている｡








ても, 原則として, その計上を行うこととなるが, 株主の投資が継続していると認められる
ものについては, 旧株の譲渡損益の計上を繰り延べることが考えられる (企業組織再編税制
の基本的考え方, 第一・)｡









料 ｢連結納税制度の基本的考え方｣ では, 連結納税制度を創設することの意義について, 次





結納税制度の基本的考え方, 一・1・) という｡ また, ｢企業グループの一体的経営の急速
な進展や企業組織の柔軟な再編成を可能とするための独占禁止法や商法の改正が行われる中


































論的基礎に立つ一貫性が欠如していることを指摘する声がある｡ 例えば水野 [2002] は, 企
業グループの経済的一体性を重視する側面がある一方で, 連結法人の単体性をも重視する側












2) 詳しくは拙稿 [2002] を参照されたい｡
で, 税制においても, 法人の組織形態の多様化に対応するとともに, 課税の中立性や公平性
等を確保する観点から, 平成22年度の税制改正において創設された｡
グループ法人を対象とした税制として, 連結納税制度がある｡ 税制調査会の説明資料 ｢資
本に関係する取引等に係る税制についての勉強会 論点とりまとめ｣ (以下, ｢論点とりまと
め｣ という｡) によれば, 両者の関係は次のとおりである｡ すなわち, 連結納税制度はグルー
プ法人税制に含まれ, グループ法人相互の関係をさらに推し進めて, グループ法人全体を一
つの納税主体とすることが適当であると自ら選択した法人を対象とした制度として位置づけ
られる (論点とりまとめ, Ⅱ・一)｡ この見解に従えば, グループ法人税制は, 連結納税制
度と連結納税制度以外のグループ法人税制の両方を含むものと理解される｡ ｢論点とりまと
め｣ では, 連結納税制度以外のグループ法人税制については, 所得通算を前提としないこと




























めの税制 (企業組織再編過程の税制) であるのに対し, 後者は企業の組織再編成の結果とし
て生じる企業グループに対する税制 (企業組織再編後の税制) である｡ ただし, 連結納税制
度の適用は任意であるため, 連結納税を選択しない100％グループ法人に対しては, 法人税
法上, 独自の地位を与え, その実態に応じた課税を行う必要がある｡ その役割を担うのがグ











平成22年度税制改正におけるグループ法人税制の導入に伴い, ｢支配関係｣ および ｢完全
支配関係｣ の定義が新たに規定された｡ 法人税法上, 企業グループとそれに属するグループ
法人は, これら２つの概念にもとづいて把握される｡
｢支配関係｣ には, ｢当事者間の支配の関係｣ と ｢一の者との間に当事者間の支配の
関係がある法人相互の関係｣ がある｡ ｢当事者間の支配の関係｣ とは, 一の者が法人の発
行済株式等の過半数を直接または間接に保有する関係をいう (法法２十二の七の五)｡ ｢一の
者｣ には, 内国法人だけでなく, 個人 (同族関係者を含む｡) や外国法人も含まれる (法令
４①, ４の２)｡ また, ｢発行済株式等｣ には, 普通株式だけでなく, 無議決権株式や優先株
式などの種類株式も含まれ, 当該法人が有する自己の株式または出資は除かれる (法令４の




｢完全支配関係｣ もまた, ｢支配関係｣ の場合と同様に, ｢当事者間の完全支配の関係｣
と ｢一の者との間に当事者間の完全支配の関係がある法人相互の関係｣ の２つに区分され
る｡ ｢当事者間の完全支配の関係｣ とは, 一の者が法人の発行済株式等の全部を直接また
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は間接に保有する関係をいう (法法２十二の七の六)｡ ｢一の者｣ および ｢発行済株式等｣ の




係がある法人相互の関係｣ は, ｢支配関係｣ におけるそれと同様に考えればよい｡
32. グループ法人の範囲
 企業組織再編税制
企業組織再編税制では, 合併, 分割, 現物出資, 事後設立および株式交換・株式移転によっ
て資産等を移転させた場合でも, それが ｢適格組織再編成｣ とみなされるならば, その資産
の譲渡損益について課税を繰り延べることができる｡
法人税法では, 適格組織再編成を次の２つのタイプに類型化している｡ すなわち, ｢企業
グループ内の組織再編成｣ と ｢共同事業を営むための組織再編成｣ である｡ 企業グループ内
の組織再編成は, さらに完全支配関係にある法人間で行う組織再編成と支配関係にある
法人間で行う組織再編成に分類される｡
このように企業組織再編税制では, 組織再編成の適格性の判定において, さきほどの ｢支








人, 公益法人等, および人格のない社団等は連結親法人になることはできない｡ その理由は,
これらの法人は, その所得のすべてについて法人税の納税義務を負うものではないからであ
る｡ また, 内国法人である普通法人や協同組合等であっても, 清算中の法人, 他の内国法人
によって完全支配関係に置かれている法人, その他政令で定める法人は, 連結親法人になる
ことができない (法法４の２)｡ 他方, 連結納税制度において連結子法人になることができ







など)｡ したがって, そこでのグループ法人は, さきほどの ｢完全支配関係｣ を有する法人
とされる｡ これには個人等や外国法人も含まれる｡ ただし, 個人等や外国法人を頂点とする
グループ内の内国法人がその個人等や外国法人との間で取引を行っても, グループ法人税制







性｣ をどのように把握するかであろう｡ なぜなら, 制度の適用範囲の決定に直接関係するか
らである｡ これに関して, いずれの税制も, 企業グループの経済的一体性を株式所有による
支配関係に求めているという点で一致している｡ したがって, 実際にはグループ法人の範囲





ただし, その場合は, 事業の継続, 従業員の引継ぎ, 支配関係の継続などの一定の要件を満
たす必要がある｡






第３は, 外国法人や個人等の扱いである｡ 連結納税制度では, 完全支配関係にもとづいて
連結法人の範囲を決定する際に, 外国法人や個人等はその判定から除外される｡ 外国法人や
個人等を頂点とする完全支配関係にもとづく企業グループは, 連結グループとして認められ
ない｡ 連結親法人となる内国法人が存在しないからである｡ また, 外国法人や個人等を経由

















企業グループに関する基礎概念には, 次の２つの考え方がある｡ 単一実体概念 (single en-
tity concept) と個別実体概念 (separate entity concept) である｡ 単一実体概念とは, 企業グ
ループはそれ自体が単一の納税主体として考えられ, 企業グループを構成する法人は単にそ
の一構成員として存在するにすぎないとする考え方である (Dahlberg [1987])｡ この考え方
のもとでは, グループ法人間の取引において, 原則として課税関係は生じないとされる




(Dahlberg [1987])｡ そこでは, 企業グループの親会社は, 単なる個々の子会社に対する投




なら, 所得金額と税額の計算構造に影響を与えると考えるからである｡ この点について, 単
一実体概念と個別実体概念の関係を対立的な概念とする考え方がある｡ この立場からは, 次
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3) 詳しくは, 拙稿 [2006] を参照されたい｡





























主に次の２つの考え方がある (Crestol et al. [1995], Section 4, pp. 925)｡
第１の方法は, グループ法人間の取引は簿価 (原価) によって行われるものとし, 譲渡損
益をすべて譲受法人側に帰属させるという考え方 (｢消去方式｣ (elimination)) である｡ 第
２の方法は, グループ法人間の取引は通常の取引価格 (時価) で行い, 譲渡法人側で譲渡損
益を計上し, それが未実現損益である場合はその計上を繰延べるという考え方 (｢繰延方式｣
(deferral)) である｡ 繰延処理された損益は, 譲受法人側でその資産の移転等が行われた時
点で実現損益として戻入れられる｡
例えば, 当期にＰ社 (親会社) はＳ社 (子会社) に原価100の資産を120で譲渡し, 翌期に
Ｓ社は, その資産を外部の第三者に150で売却したとしよう｡ 消去方式によれば, 当期のＰ
社のＳ社に対する内部取引に係る損益20は消去され, 翌期にＳ社において, 内部取引に係る


















個別実体概念に整合的な考え方であるといえる｡ なお繰延方式では, 損益の期間帰属, 性質
および源泉は, 対応原則 (matching rule) または繰上原則 (acceleration rule) によって決定
される (Hennessey and Yates [1994])｡ 対応原則とは, すべての内部取引について, 同一
企業内における部門間取引と同様の効果が得られるように処理することを求める考え方であ
る｡ 対応原則によっても部門間取引と同様の効果が得られないような場合 (たとえば, 譲渡







62)｡ ただし, 税制上の適格要件をみたす組織再編成, すなわち適格組織再編成については,



























































(法法61の13①)｡ ただし, 譲渡損益の繰延対象となる資産 (以下, ｢譲渡損益調整資産｣ と
いう｡) は, 固定資産, 土地等 (土地の上に存する権利を含み, 固定資産に該当するものを
除く｡), 有価証券 (売買目的有価証券を除く｡), 金銭債権および繰延資産で, 譲渡直前の帳
簿価額が1,000万円以上のものに限られる (法法61の13①, 法令122の14①)｡
繰り延べられた譲渡利益額または譲渡損失額は, 資産を譲り受けた他の連結法人におけ
る連結グループ内外への再譲渡, 償却, 評価換え, 貸倒れ, 除却その他の政令で定める事由
が生じた場合, または譲渡法人と譲受法人との間に完全支配関係を有しないこととなった


















まずは, いずれの組織再編形態においても, 適格組織再編成の前提条件として, 組織再編
に伴う株式以外の資産の交付がないことが要求される｡ そこからは, ｢現金等の交付がない
ならば譲渡損益は実現していない｡ したがって, そのような譲渡損益に租税負担能力は認め
られない｡｣ とする考え方が窺える｡ 次に, 組織再編が企業グループ内でのものかどうかに
着目される｡ 完全支配関係にある法人間の組織再編では, 移転資産・負債を帳簿価額のまま
引き継ぎ, 譲渡損益の計上を繰り延べる｡ ここでは, 組織再編成の実態に着目し, 企業グルー
プ内の組織再編成に伴う資産・負債の移転は内部取引であると理解されている｡ 内部取引と











































る｡ しかしながら, 連結納税制度とグループ法人税制では繰延方式が採用されている｡ 繰延









5) これに関する明文規定はないが, 連結納税制度では, 別段の定めがない限り, 個別所得計算におけ
る益金・損金の額を連結所得計算に用いる (法法81の３) とされていることから, そのように解され




Abbott, David F., ““A Matter of Equity and Convenience” ―The Nature of the Consolidated Return as
Reflected in Recent Developments,” Taxes, Vol. 67, No. 12 (December 1989), pp. 10721101.
Crestol, Jack, Kevin M. Hennessey, and Richard F. Yates, The Consolidated Tax Return, Warren, Gorham and
Lamont, 1995.
Dahlberg, James L., “Aggregate vs. Entity : Adjusting the Basis of Stock in Subsidiary Filing a Consolidated
Return,” Tax Law Review, Vol. 42, No. 3 (Spring 1987), pp. 547567.
Hennessey, Kevin M. and Richard F. Yates, “Complex New Matching and Acceleration Rules Apply to
Intercompany Transactions,” The Journal of Taxation, Vol. 81, No. 2 (August 1994), pp. 8087.
大蔵財務協会 『詳解 企業組織再編税制』 財団法人大蔵財務協会, 2001年｡
金子宏 『租税法 (第15版)』 弘文堂, 2010年｡
金光明雄 ｢連結納税制度導入論に関する一考察 課税の中立性の観点から ｣ 六甲台論集 (経営学
編), 第49巻第１号 (2002年６月), 3955頁｡
｢連結納税制度における連結主体観｣ 環太平洋圏経営研究, 第７号 (2006年１月), 5570頁｡
｢米国における連結納税の理論と制度｣ 環太平洋圏経営研究, 第11号 (2010年３月), 319頁｡
税制調査会 (資料) ｢会社分割・合併等の企業組織再編成に係る税制の基本的考え方｣, 2000年10月｡
｢連結納税制度の基本的考え方｣, 2001年10月｡
｢資本に関係する取引等に係る税制についての勉強会 論点とりまとめ｣, 2009年７月｡
武田隆二 『法人税法精説 (平成17年版)』 森山書店, 2005年｡
藤井誠 ｢組織再編税制における課税単位問題の検討｣ 会計, 第165巻第３号 (2004年３月), 135146頁｡
中里実 ｢法人課税の再検討に関する覚書 課税の中立性の観点から ｣ 租税法研究, 第19号 (1991
年９月), 139頁｡
中里実 ｢法人課税の時空間 (クロノトポス) 法人間取引における課税の中立性 ｣, 杉原泰雄教
授退官記念論文集刊行会 『主権と自由の現代的課題』 勁草書房, 1994年, 361380頁｡
増井良啓 ｢法人税の課税単位 持株会社と連結納税制度をめぐる近年の議論を素材として ｣ 租税
法研究, 第25号 (1997年10月), 6277頁｡
増井良啓 『結合企業課税の理論』 東京大学出版会, 2002年｡
水野忠恒 ｢平成14年度税制改正と今後の課題 連結納税制度を中心に｣ 企業会計, 第54巻第３号
(2002年３月), 23 頁｡
矢内一好 『連結納税制度 主要論点の理論的検証』 中央経済社, 2003年｡
渡辺徹也 『企業組織再編成と課税』 弘文堂, 2006年｡
桃山学院大学総合研究所紀要 第37巻第１号38
企業集団税制の理論と制度 39
Group Taxation Theory and System
―From the perspective of entity concept―
Akio KONKO
In order to survive intensifying competition, modern companies employ various types of corpo-
rate reorganization, such as mergers and splits, to form new corporate groups and operate as sin-
gle entities. Such efforts have led to significant changes in the Japanese corporate tax regime－
for example, the introduction of a corporate reorganization taxation system in 2001, a consolidated
tax filing system in 2002 and a group taxation regime in 2010.
This paper discusses the characteristics and problems of corporate reorganization taxation, con-
solidated tax filing and group taxation systems, from the perspective of entity concept.
These systems address corporate reorganization and subsequent group operation－which
means, broadly speaking, that the systems are corporate group taxational in nature. According to
this interpretation, the corporate reorganization taxation, consolidated tax filing and group taxa-
tion systems should be mutually consistent.
